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2,443社 JMA会員：

JMA非会員：

東証1部: 1,258

東証2部: 545

非上場: 27

マザーズ: 10

ナスダック: 5

不明: 2

390社 JMA会員：

JMA非会員：

東証1部: 171

東証2部: 51

マザーズ: 2

不明: 6

調査票発送 2000年7月25日

リマインド 2000年8月18日
*特定企業にのみ

カットオフ 2000年8月28日

集計 2000年8月29日～9月1日

DTP 2000年9月4日～9月6日

第1回報告 2000年9月7日

230社

郵 送 調 査

596社

1847社

160社

調査概要
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｢業種｣から再ｶﾃｺﾞﾗｲｽﾞ

全体 全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業

1 製造計 52.3 1 25億円未満 8.2 1.0 16.3

2 　建築･土木 7.4 2 50億円未満 3.8 1.0 7.1

3 　食品･飲料 7.2 3 100億円未満 7.4 3.9 11.4

4 　機械･機器 10.5 4 500億円未満 33.8 38.7 28.8

5 　金属･ガラス 3.6 5 1000億円未満 17.9 23.0 12.5

6 　医療･化粧 3.6 6 2000億円未満 12.6 16.7 8.2

7 　家電･OA機器 2.8 7 5000億円未満 8.7 8.8 8.7

8 　その他製造 17.2 8 5000億円以上 5.9 6.4 5.4

9 サービス計 47.2

10 　金融･保険･不動産 5.9

11 　卸･小売･飲食 9.2 JMAﾘｽﾄから

12 　運輸･通信 3.8 全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業

13 　放送･出版 6.7 1 JMA会員 41.0 21.6 63.0

14 　広告･情報ｻｰﾋﾞｽ 17.4 2 東証1部 43.8 59.3 27.2

15 　その他ｻｰﾋﾞｽ 3.1 3 東証2部 13.1 17.6 8.2

*JMA会員社は上場会社であってもJMA会員を優先

全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業 全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業

1 30人以下 4.6 0.5 9.2 1 ５年以内 1.3 0.5 2.2

2 31～100人 7.9 2.9 13.6 2 ６～10年 2.8 - 6.0

3 101～300人 15.4 5.9 26.1 3 11～30年 15.4 3.4 28.8

4 301～1000人 30 37.7 21.7 4 31～50年 30.3 24.0 37.5

5 1001～5000人 34.4 45.1 22.8 5 51～100年 40.5 61.8 17.4

6 5001～1万人 4.9 5.4 4.3 6 101年以上 9.2 10.3 8.2

7 １万人以上 2.3 2.5 2.2

全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業

1 １位 25.6 34.3 16.3

2 ２位 16.4 22.1 10.3

3 ３位 9.0 7.8 10.3

4 ４位 6.7 5.9 7.6

5 ５位以下 36.2 26.5 47.3

主力事業分野の地位（売上高ｼｪｱ）

業種 年商

社歴

JMA/非会員

従業員数（正社員数）

a.企業プロフィール

回答者プロフィール
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自由回答で記入→下記の通り区分 自由回答で記入→下記の通り区分

全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業 全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業

1 ～49才 6.9 5.4 8.7 1 1年 23.1 26.0 20.1

2 50～59才 32.6 33.8 31.5 2 2年 14.9 14.2 15.8

3 　50～54才 11.0 8.8 13.6 3 3～4年 20.3 22.1 17.9

4 　55～59才 21.5 25.0 17.9 4 5～6年 10.5 10.8 10.3

5 60～69才 57.4 59.3 54.9 5 7～10年 14.6 10.3 19.0

6 　60～64才 35.6 38.2 32.6 6 11年～ 16.4 16.7 16.3

7 　65～69才 21.8 21.1 22.3

8 70才～ 3.1 1.5 4.9

全体 製造業 ｻｰﾋﾞｽ業

1 総務・広報 22.1 17.6 27.2

2 人事・教育 27.2 24.5 29.9

3 財務・会計 23.8 24 23.9

4 営業・販売 69.5 69.1 69.6

5 広告宣伝 15.9 11.3 20.7

6 仕入れ・調達 17.7 20.1 15.2

7 生産・製造 30.3 44.1 15.2

8 研究開発 24.6 31.4 17.4

9 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 31.3 30.4 32.1

10 経営企画 52.8 58.3 46.7

11 海外 26.7 33.8 18.5

社長の年齢 社長在任年数

経験部門

b.社長プロフィール

回答者プロフィール
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O 3年前と現在の営業利益比較： P 3年間の平均営業利益率： Ｑ 市場成長性：

3年前の営業利益を100とした場合の 売上高に占める営業利益の割合 ｢問18.主力事業分野の市場成長性｣から作成

　最新の営業利益額自由回答で記入 　の過去3年間の平均を自由回答で記入

　→下記の通り区分 　→下記の通り区分

区分 (%) 区分 (%) (%)

1 マイナス ～99 37.2 1 低利益率 ～3 35.9 1 拡大市場 20.8

2 低ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ 100～149 33.8 2 中利益率 4～9 36.9 2 停滞市場 56.7

3 高ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ 150～ 23.6 3 高利益率 10～ 20.5 3 縮小市場 21.0

Ｒ  [参考]市場成長性×3年間の平均営業利益率： Ｓ 現在の事業分野での成長: T IT意識×実態：
｢問18.主力事業分野の市場成長性｣と ｢問5a.現在の事業分野での成長性｣の回答から IT取組度は、問4.ｂ, d, eのIT関連の回答にスコアを付けた。

　「問21.3年間の平均営業利益率」をクロス 　ポジティブ計とネガティブ計をそれぞれ “本格的に取組んでいる”には２点、

し、作成 　“製造業”と“ｻｰﾋﾞｽ業”に分けて作成 “多少は取組んでいる”には１点

(%) (%) 　それ以外は０点

1 拡大市場 ×高利益率 5.4 1 成長していける 55.6 IT実態は、

2 ×中利益率 9.5 2 　製造業 25.9 問2.“ITによる情報ｼｽﾃﾑの構築”に○なら１点

3 ×低利益率 5.1 3 　サービス業 29.2 問5ｈ.“ＩＴが進むとﾋﾞｼﾞﾈｽのありかたは根本的に変る”

4 停滞市場 ×高利益率 11.5 4 どちらともいえない 13.8 　　　で、ポジティブな回答をしていれば、１点

5 ×中利益率 22.1 5 成長していけると思わない30.5 問9.経営幹部に求める能力で“情報技術活用力”に

6 ×低利益率 19.0 6 　製造業 18.5 　　　○なら１点というスコアを付けた。

7 縮小市場 ×高利益率 3.3 7 　サービス業 12.1 →下記の通り区分

8 ×中利益率 5.1

9 ×低利益率 11.8

IT意識 IT実態 (%)

1 低意識 ×低取組 ０～1点 ０～3点 32.6

2 ×高取組 ０～1点 4～6点 13.6

3 高意識 ×低取組 2～3点 0～3点 34.4

4 ×高取組 2～3点 4～6点 19.5

分布

ブレイクダウンの説明



U 利益額(対3年前)×市場シェア: Ｖ 営業利益率×市場シェア：

3年前の営業利益を100とした場合の 売上高に占める営業利益の割合（過去３年平均）と

　最新の営業利益額と市場シェアのクロスから作成 市場シェアのクロスから作成

詳細は下記の通り 詳細は下記の通り

営業利益 市場シェア (%) 営業利益率 市場シェア (%)

1 マイナス×1～2位 ～99 1～2位 16.2 1 低利益率×1～2位 ～3 1～2位 14.1

2 マイナス×3位 ～99 3位 19.0 2 低利益率×3位 ～3 3位 19.2

3 低ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×1～2位 100～149 1～2位 13.8 3 中利益率×1～2位 4～9 1～2位 19.5

4 低ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×3位 100～149 3位 18.2 4 中利益率×3位 4～9 3位 16.4

5 高ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×1～2位 150～ 1～2位 10.5 5 高利益率×1～2位 10～ 1～2位 6.4

6 高ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×3位 150～ 3位 13.1 6 高利益率×3位 10～ 3位 13.8

W 利益額(対3年前)×業種: X 営業利益率×業種：
3年前の営業利益を100とした場合の 3年前の営業利益を100とした場合の

　最新の営業利益額と業種のクロスから作成 　最新の営業利益額と業種のクロスから作成

詳細は下記の通り 詳細は下記の通り

営業利益 業種 (%) 営業利益 業種 (%)

1 マイナス×製造業 ～99 製造業 20.5 1 低利益率×製造業 ～3 製造業 22.8

2 マイナス×ｻｰﾋﾞｽ業 ～99 ｻｰﾋﾞｽ業 16.7 2 低利益率×ｻｰﾋﾞｽ業 ～3 ｻｰﾋﾞｽ業 13.1

3 低ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×製造業 100～149 製造業 15.1 3 中利益率×製造業 4～9 製造業 20.3

4 低ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×ｻｰﾋﾞｽ業 100～149 ｻｰﾋﾞｽ業 18.7 4 中利益率×ｻｰﾋﾞｽ業 4～9 ｻｰﾋﾞｽ業 16.7

5 高ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×製造業 150～ 製造業 14.6 5 高利益率×製造業 10～ 製造業 6.7

6 高ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ×ｻｰﾋﾞｽ業 150～ ｻｰﾋﾞｽ業 9.0 6 高利益率×ｻｰﾋﾞｽ業 10～ ｻｰﾋﾞｽ業 13.8

Y 会社の役割(1位)×業種： Z Marketing志向度
自社の役割として１位にあげた項目と業種のクロス 重視するマネジメント領域＜現在＞で1位にﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞなら3点、2位なら2点、3位なら1点

　から作成。詳細は下記の通り 同様に＜将来＞でも点数をつけ、合計点を下記の通り区分した

会社の役割 業種 (%) 区分 (%)

1 利潤の追求×製造業 利潤の追求 製造業 15.9 1 強強 5～6点 12.1

2 利潤の追求×ｻｰﾋﾞｽ業 利潤の追求 ｻｰﾋﾞｽ業 12.8 2 強 3～4点 20.0

3 国民生活の向上×製造業 国民生活の向上 製造業 14.1 3 弱 1～2点 21.0

4 国民生活の向上×ｻｰﾋﾞｽ業 国民生活の向上 ｻｰﾋﾞｽ業 10.8 4 弱弱 0点 46.9

5 その他×製造業 その他 製造業 22.3

6 その他×ｻｰﾋﾞｽ業 その他 ｻｰﾋﾞｽ業 23.6

ブレイクダウンの説明



63 390 55 390

74 390 75 390

54 390 76 390

71 390 64 390

41 390 25 390

51 390 54 390

80 390 89 390

65 390 51 390

59 390 79 390

73 390 65 390

57 390 26 390

35 390 54 390

62 390 47 390

50 390 78 390

55 390 82 390

42 390 183 390

87 390

92 390



N 環境認識クラスター：
｢問5.経営環境に関する意見｣

　1～23の項目を因子分析し、

　５つのクラスターに分類
n=

1 クラスター１ 22.1
2 クラスター２ 27.7 Factor 1 Factor 2 Factor 3 Factor 4 Factor 5

3 クラスター３ 21.5 0.55811 スピードは競争優位の絶対的な条件である

4 クラスター４ 19.2 0.53231 顧客を取り込んだ企業だけが生き残る

5 クラスター５ 7.7 0.48996 先端技術開発に遅れると競争力がなくなる

0.39197 自社の海外進出も含め、競争がグローバル化する

0.31848 経営幹部にマーケティング・マインドは必須である

今こそ本業に力を入れるべきである

環境対応に伴う支出は投資ではなくコストである

0.57706 M&Aなどを積極的に進めないと生き残れない

0.55317 執行役員制は今日的経営に不可欠である

0.55014 社外役員を活用すべきである

0.39338 今後の生き残りには,社内ﾍﾞﾝﾁｬｰの育成は不可欠

0.49621 IT革命が進展してもﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの方法は変わらない

0.47634 IT関連ビジネスは、大企業には不向きである

0.38406 IT革命が進むとﾋﾞｼﾞﾈｽ競争のあり方は変わる

販売･商品開発等で異業種による共同事業が進む

巨大外国資本による日本進出には限度がある

0.51623 企業ブランド戦略は社長が立案し、推進すべきである

0.49101 商品ブランド戦略は社長が立案し、推進すべきである

0.40114 商品開発よりブランド構築が重要である

0.33431 ｺｽﾄ削減とﾘｽﾄﾗによる低価格競争は限界にある

規制緩和に向けてトップ自ら政府に働きかけるべきだ

規制緩和での自由競争の実現は時間がかかる

-0.38753 現在の事業分野でまだまだ充分に成長していける

因子付加量

調　査　項　目

競争力強化
(ｽﾋﾟｰﾄﾞ,
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化,
先端技術,
顧客満足)
対応を
表す因子

社内の制
度,仕組
の今日的
な改革を
表す因子

ﾄｯﾌﾟの企
業/商品/
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦
略対応を
表す因子

IT革命へ
の対応を
表す因子

競争優位
軸

社内制度
変革軸

IT対応軸
戦略立案
軸

因子分析結果



Ⅰ章 経営を取巻く環境認識とそれへの対応



◆  会社の役割として何が重要であるか、経営のトップを司る社長の考えを捉えたものである。

この質問および回答肢は電通総研が実施している「価値感国際比較調査｣に順じたものである。

この調査は一般生活者を対象にしたものであるが企業サイドとの比較を意図して取上げた。

（比較結果については後述）

◇ 複数回答結果をみると製造業、サービス業ともに１位の回答は「仕事を通じての従業員の

自己実現の場」で変らない。

変化が見られるのは２位で、製造業では「株主への配当｣、サービス業では「良い商品の

提供による国民生活の向上」となっている。

３位はいずれも「利潤の追求｣となっており、経営者の考える“会社の役割”は、

経済価値の追求に社会価値の追求も加え多様化しているといえる。

◇ シングルに回答を絞ると、「利潤の追求」を製造業、サービス業とも１位にあげており

　 (３割弱)、次いで「良い商品の提供による国民生活の向上｣となり、複数回答では１位

にあげられた「仕事を通じての従業員の自己実現の場｣の優先度が下がっている。

それ以外の項目では、製造業で「経営者の理念や価値観の実現」、サービス業では

「地域社会への貢献」の割合が高いことが注目される。

1. 社長の考える会社の役割
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(%)

利潤の追求

経営者の理念や
　価値観の実現

仕事を通じての従業
　員の自己実現の場

給料や福利厚生を通じ
　ての従業員の満足

雇用の維持・拡大

株主への配当

良い商品の提供による
　国民の生活向上

地域社会への貢献

芸術・文化活動の支援

地球環境の改善に寄与

経済成長への貢献

技術進歩への貢献

経営者の考える企業の役割

製造業 (n=204) サービス業 (n=184)

70.1

49.0

84.3

43.1

40.7

79.4

67.2

50.0

8.3

52.5

20.6

40.7

30.4

11.8

7.8

2.5

3.4

6.9

27.0

2.9

2.0

2.0

0 20 40 60 80 100

67.4

49.5

77.7

52.2

34.2

54.9

69.6

53.3

22.3

27.2

27.7

15.8

27.2

7.1

14.7

3.3

2.2

4.9

22.8

9.8

4.3

0.5

0 20 40 60 80 100

複数回答

シングル回答

＜凡例＞
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《一般生活者との比較》

◆ 前述の電通総研が実施した「価値感国際比較調査｣での一般生活者との比較を見たのが右図である。

◇ 日本について一般生活者と経営者を比較してみると、経営者ではウエイトの高い「仕事を

通じての従業員の自己実現の場」,「株主への配当」は、一般生活者では低く代わって

「給料や福利厚生を通じての従業員の満足｣,「経済成長への貢献」,「技術進歩への貢献」

などのウエイトが高い。

立場の違いで“企業の役割”を見る目は異なる。

◇ 仕事を通じての従業員の自己実現の場 ◇ 良い商品の提供による国民の生活向上

◇ 利潤の追求 ◇ 給料や福利厚生を通じての従業員の満足

◇ 株主への配当 ◇ 利潤の追求

◇ 良い商品の提供による国民の生活向上 ◇ 経済成長への貢献

◇ 経営者の理念や価値観の実現 ◇ 技術進歩への貢献

◇ また、一般生活者でも日本とアメリカでは異なり、アメリカの生活者の方が“企業の役割”

　 に多様なものを求めており、経営者の考える役割に近い結果となっている。特に「雇用の

維持・拡大｣や「経済成長への貢献｣、「技術進歩への貢献」などが高い水準で求められて

いる。

経営者 一般生活者
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(%)

利潤の追求

経営者の理念や
　価値観の実現

仕事を通じての従業
　員の自己実現の場

給料や福利厚生を通じ
　ての従業員の満足

雇用の維持・拡大

株主への配当

良い商品の提供による
　国民の生活向上

地域社会への貢献

芸術・文化活動の支援

地球環境の改善に寄与

経済成長への貢献

技術進歩への貢献

実施： 1999.10～11 1999.11～2000.1

調査方法： 住民票からのﾗﾝﾀﾞﾑ抽出 消費者ﾊﾟﾈﾙからのﾗﾝﾀﾞﾑ抽出

　訪問留置法 　郵送調査

回収標本数： 740Ｓ 640Ｓ

対象： 18～69才男女個人 18～69才男女個人

*「生活価値観調査」　㈱電通　電通総研

経営者の考える企業の役割 VS 一般生活者

日本の経営者
から見た

“企業の役割”
(n=390) 日本

69.0

49.5

81.0

47.7

37.7

67.9

68.2

51.3

14.9

40.3

23.8

28.7

0 50 100

アメリカ

46.0

28.0

35.0

61.0

39.0

13.0

70.0

43.0

14.0

40.0

45.0

41.0

0 50 100

65.0

27.0

66.0

64.0

53.0

47.0

68.0

59.0

28.0

42.0

61.0

48.0

0 50 100

一般生活者からみた“企業の役割”

複数回答結果

日本 アメリカ
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◆ 右図にあげた１９の項目に対して、特に重要だと思う項目を５つまで限定して選択してもらった。

◇ ここでも製造業の経営者とサービス業の経営者で違いが見られる。

製造業では「研究開発」が第一位にあげられ、次いで「社員の意識改革」「人材育成」

「財務体質の強化」「グローバル競争力の強化」となっており、サービス業では第一位が

「営業力の強化」で、その後を僅差で「人材育成」「社員の意識改革」が追っており、

「財務体質の強化」「ＩＴによる情報システムの構築」が上位５項目となっている。

両者の特徴は、製造業で「研究開発」「グローバル競争力の強化」にあり、サービス業では

「営業力の強化」「ＩＴによる情報システムの構築」にある。

また、いずれも経営者の抱える経営課題は多岐に渡っているが、製造業に比べるとサービス

業の方が上位項目への集中度合いが高い。

◇ 下位の項目で違いをみると、製造業では「リストラ(事業の構造的改革)」「株主への情報

公開・説明」「雇用の維持」を上げる割合が高く、サービス業では「組織のスリム化」

「ベンチャービジネスの創出」をあげる割合が高い。

◇ 「マーケティング力の強化」はいずれも上位５項目に順ずるウエイト付けとなっており、

　 30%強の経営者が重要課題としてあげている。

2. 社長が重要と思う現在の経営課題
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(%)

社員の意識改革

人材育成

営業力の強化

財務体質の強化

研究開発

ＩＴによる情報
　システムの構築

革新的な企業風土の醸成

マーケティング力の強化

グローバル競争力の強化

リストラ
　（事業の構造改革）

ブランド力の強化

株価の維持・向上

経営ビジョンの刷新

企業提携・Ｍ＆Ａ

株主に対する
　情報公開・説明

組織のスリム化

危機管理

雇用の維持

ベンチャービジネス
　の創出

社長が重視する自社の経営課題

製造業 (n=204) サービス業 (n=184)

44.6

41.7

37.7

42.2

51.5

28.4

33.3

32.4

41.2

21.1

18.6

18.1

14.2

18.1

20.1

10.3

9.3

7.4

1.0

0 20 40 60 80

57.1

59.2

61.4

45.7

25.0

44.0

31.5

32.6

13.0

14.7

17.4

14.7

16.8

12.5

8.7

14.1

10.9

2.7

8.2

0 20 40 60 80

5つまでの複数回答
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◆ ＪＭＡ会員と非会員別に見たものが右図である。

◇ 東証１部/２部の企業経営者ではＪＭＡ会員に比べ「研究開発」「グローバル競争力の強化」

「株価の維持向上」「株主への情報公開・説明」「リストラ」「企業提携・Ｍ＆Ａ」など

をあげる割合が高いが、ＪＭＡ会員企業経営者では「ＩＴによる情報システムの構築」

「ブランド力の強化」をあげる割合が高い。

人材育成 社員の意識改革 人材育成

営業力の強化 人材育成 営業力の強化

社員の意識改革 研究開発 社員の意識改革

財務体質の強化 営業力の強化 財務体質の強化

ITによる情報システムの構築 財務体質の強化 研究開発

◇ いずれの企業でも「社員の意識改革」と「人材育成」をあげる割合は高く、多岐に渡る

経営課題の中で「人」に係わる項目が今日的な重要課題の1つになっていることがうか

がえる。

◇ 「マーケティング力の強化」はＪＭＡ会員で若干高い位置付けとなっている。

　

ＪＭＡ会員 東証１部 東証２部

＜上位５項目＞
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(%)

社員の意識改革

人材育成

営業力の強化

財務体質の強化

研究開発

ＩＴによる情報
　システムの構築

革新的な企業風土の醸成

マーケティング力の強化

グローバル競争力の強化

リストラ
　（事業の構造改革）

ブランド力の強化

株価の維持・向上

経営ビジョンの刷新

企業提携・Ｍ＆Ａ

株主に対する
　情報公開・説明

組織のスリム化

危機管理

雇用の維持

ベンチャービジネス
　の創出

社長が重視する自社の経営課題 - JMA会員/非会員別

JMA会員
 (n=160)

東証１部
 (n=171)

51.3

58.1

58.1

48.1

36.3

43.8

30.0

34.4

16.9

14.4

25.6

7.5

16.9

10.0

5.6

13.8

12.5

4.4

5.6

0 20 40 60

東証２部
 (n=51)

51.5

41.5

39.2

38.6

40.9

32.2

36.3

31.6

35.7

19.9

13.5

22.8

14.0

18.1

24.0

9.9

8.2

5.8

4.1

0 20 40 60

45.1

54.9

51.0

45.1

41.2

23.5

31.4

29.4

35.3

25.5

9.8

25.5

15.7

21.6

7.8

13.7

9.8

3.9

2.0

0 20 40 60

5つまでの複数回答
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◆ 経営を取り巻く今日的環境認識を２３項目について＜そう思う～そう思わない＞の５段階尺度

で捉えたものが右図である。

◇ 「そう思う」＋「ややそう思う」という割合で見ていくとかなりの項目が高い水準で

“Yes”となり意識差が見えにくいので、「そう思う」と「そう思わない」だけに着目

して見たのが以下の表である。

経営幹部にマーケティングマインドは必須である ### % ### % ### %

スピードは競争優位の絶対的な条件である ### ### > ###

顧客を取り込んだ企業だけが生き残る ### ### ###

海外進出も含め競争がグローバル化する ### ### > ###

今こそ本業に力を入れるべきである ### ### > ###

先端技術開発に遅れると競争力がなくなる ### ### > ###

ＩＴ革命が進むと競争のあり方は変わる ### ### < ###

企業ブランド戦略は社長が立案し、推進すべきである ### ### ###

Ｍ＆Ａ,提携,分社化などを積極的に進めないと生き残れない ### ### > ###

現在の事業分野でまだまだ充分に成長していける ### ### ###

販売,商品開発,ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ開発等で異業種による共同事業が進む ### ### < ###

ＩＴ革命が進展してもﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの方法は変わらない ### ### < ###

ＩＴ関連ビジネスは大企業には不向きである ### ### < ###

スピード、グローバル化、先端技術、顧客の囲い込みなどに対する対応力の強化とIT革命への

対応が環境認識として強く認識されている。

◇ 「現在の事業分野でまだまだ充分に成長していける」(そう＋ややそう思う)と考えている

経営者は全体の56%、サービス業で62%で製造業の50%を上回る。

　

一方、「今こそ本業に力をいれるべきである」と考えている経営者は81%と高く、経営環境

の変化を認識しながらも本業へのこだわりが現れている。この割合はサービス業より製造

業で高く、社歴が長くなるほどその割合が高くなる傾向がみられる。

3. 経営環境に対する社長の認識

製造業
(n=204)

ｻｰﾋﾞｽ業
(n=184)

全体
(n=390)<「そう思う」割合の高い項目>

<「そう思わない」割合の高い項目>
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現在の事業分野で充分
 に成長していける

49.6 62.0

外国資本による日本
 進出には限度がある

38.2 36.4

海外進出も含め競争
 がグローバル化する

91.2 73.9

M&A,企業提携等を進め
 ないと生き残れない

71.6 65.2

社内ﾍﾞﾝﾁｬｰの育成
 は不可欠である

53.4 63.1

異業種による共同
 事業が進む

67.1 80.4

IT革命が進展しても
  ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞは不変である

63.3 68.0 *

IT革命が進むと競争の
　あり方は変わる

80.9 78.8

IT関連ビジネスは
 大企業には不向きである

68.1 70.1 *

今こそ本業に力を
　入れるべきである

85.3 76.1

社外役員を活用
　すべきである

50.0 44.0

執行役員制は今日的
　経営に不可欠である

35.3 34.7

ﾘｽﾄﾗ、ｺｽﾄ削減による
 低価格競争は限界である

51.4 49.5

自由競争の実現には
　時間がかかる

51.9 57.0

先端技術開発に遅れる
　と競争力がなくなる

81.4 79.3

顧客を取り込んだ
　企業だけが生き残る

88.3 88.0

スピードは競争優位
　の絶対的な条件である

98.0 94.6

商品開発よりブランド
　構築が重要である

20.6 22.3

環境対応に伴う支出
　はコストである

64.2 46.2

商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略は社長が
　立案し、推進すべき

33.3 31.5

企業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略は社長が
　立案し、推進すべき

77.4 65.3

トップ自ら政府に
　働きかけるべきである

52.5 55.5

経営幹部にﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
　ﾏｲﾝﾄﾞは必須である

98.5 98.9

*：「あまり思わない｣「そう思わない」割合

経営環境に対する認識

製造業
(n=204)

ｻｰﾋﾞｽ業
(n=184)

「そう思う」+
「ややそう思う｣割合

全体 (n=390)

30.3

14.4

57.7

35.6

23.3

30.0

39.7

51.5

16.4

15.9

14.9

12.3

46.9

60.0

71.3

4.6

24.6

10.3

36.2

21.8

79.7

25.4

23.1

25.4

33.1

34.6

43.1

8.7

40.3

29.5

30.5

19.2

35.9

42.1

33.6

28.2

24.9

16.7

30.8

22.6

35.6

32.3

19.0

13.8

26.2

9.2

20.5

26.9

19.0

21.3

11.8

25.6

16.9

33.8

34.1

18.5

16.4

13.6

9.2

47.4

27.7

35.1

16.9

33.6

23.1

22.3

4.1

7.7

13.1

7.4

25.6

5.6

31.3

12.6

19.7

21.3

22.3

1.8

20.0

11.8

22.6

9.0

9.2

7.4

14.1

3.1

2.1

39.5

37.9

6.7

11.0

9.5

6.9

0.8

11.3

5.1

9.5

2.3

3.1

1.5

4.9

3.6

1.3

3.3
0.5

2.1

4.9

3.6

0.5

2.6

1.0

そう思う
やや

そう思う
どちらとも
いえない

あまりそう
思わない

そう
思わない
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◆ 環境認識項目に対する回答結果を因子分析にかけ、環境対応に対する因子軸の抽出を試みた。

因子分析の結果は以下の４軸を固有値1以上の因子として採用した。

Factor 1 Factor 2 Factor 3 Factor 4
0.55811 スピードは競争優位の絶対的な条件である

0.53231 顧客を取り込んだ企業だけが生き残る

0.48996 先端技術開発に遅れると競争力がなくなる

0.39197 自社の海外進出も含め、競争がグローバル化する

0.31848 経営幹部にマーケティング・マインドは必須である

今こそ本業に力を入れるべきである

環境対応に伴う支出は投資ではなくコストである

0.57706 M&Aなどを積極的に進めないと生き残れない

0.55317 執行役員制は今日的経営に不可欠である

0.55014 社外役員を活用すべきである

0.39338 今後の生き残りには,社内ﾍﾞﾝﾁｬｰの育成は不可欠

0.49621 IT革命が進展してもﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの方法は変わらない

0.47634 IT関連ビジネスは、大企業には不向きである

0.38406 IT革命が進むとﾋﾞｼﾞﾈｽ競争のあり方は変わる

販売･商品開発等で異業種による共同事業が進む

巨大外国資本による日本進出には限度がある

0.51623 企業ブランド戦略は社長が立案し、推進すべきである

0.49101 商品ブランド戦略は社長が立案し、推進すべきである

0.40114 商品開発よりブランド構築が重要である

※以下の4項目はいずれの因子にも入らず

ｺｽﾄ削減とﾘｽﾄﾗによる低価格競争は限界にある

規制緩和に向けてトップ自ら政府に働きかけるべきだ

規制緩和での自由競争の実現は時間がかかる

現在の事業分野でまだまだ充分に成長していける

◇ この結果、企業をとりまく経営環境認識は、

① 競争力強化（スピード、グローバル化、先端技術、顧客対応）への対応

② 社内の制度・仕組み改革への対応

③ IT革命への対応

④ 企業／商品ブランド戦略への対応

の4つに集約される。

調　査　項　目

因子付加量
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◇ 前述で4つに集約された項目を軸として、収益の程度をプロットすると以下のようになる。

製造業とサービス業の違いは9ページの結果同様、重要ポイントが異なる。

高利益率企業 ： 「社内制度改革への対応」「ブランド戦略への対応」を重視

高プロフィット企業 ： 「競争優位への対応」のみ重視

高利益率企業 ： 「社内制度改革への対応」のみやや重視

高プロフィット企業 ： 「社内制度改革への対応」のみやや重視

（注）高プロフィット企業／高利益率企業については11章で後述

その他サービ
ス

広告・情報
サービス

放送・出版

運輸・通信

卸・小売・
飲食

金融・保
険・不動産

サービス業計

その他製造

家電・ＯＡ
機器

医薬・化粧

金属・ガラス

機械・機器
食品・飲料

建築・土木

製造業計
製造業計

建築・土木

食品・飲料

機械・機器

金属・ガラス

医薬・化粧

家電・ＯＡ
機器

その他製造
サービス業計

金融・保険・
不動産

卸・小売・
飲食

運輸・通信
放送・出版

広告・情報
サービスその他サー

ビス

社内制度変革への対応 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略への対応

I
T
対
応

競
争
優
位
へ
の
対
応

製 造 業

競
争
優
位
へ
の
対
応

社内制度変革への対応 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略への対応

I
T
対
応

　◎　プロフィット（高・低・ﾏｲﾅｽ）
　◆　利益率（高・中・低）◆高

◆中

◆低

◎低

◎高

◎ﾏｲﾅｽ

◆高

低 ◆

◆
中

◎低

◎ﾏｲﾅｽ◎高

サービス業

競
争
優
位
へ
の
対
応

社内制度変革への対応 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略への対応

I
T
対
応

高◆

◆中

◆低

◎低
◎高

◎ﾏｲﾅｽ

◆高

低◆

中◆

◎低

◎ﾏｲﾅｽ

◎高
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◆ 前項の経営を取り巻く今日的環境認識と関連して、今日的経営課題を13項目取り上げ

その取り組みへの程度を4段階でたずねた。

◇ 「本格的に取り組んでいる」項目に着目してみると「顧客満足向上策の実践」

が最も高く43%となっている。次いで「情報システムを活用した営業・販売支援」

「環境対応を意図した商品やサービスの開発」「新商品や新サービス開発における

インターネットの活用」等となっている。

「環境対応を意図した商品やサービスの開発」は製造業で高いが、「新商品や

新サービス開発におけるインターネットの活用」はサービス業で高いなど、

製造業とサービス業で取り組む内容とウエイトに違いがある。

◇ 最近多発する企業不祥事を反映してか、「危機管理体制作り」も上位項目に順ずる

ウエイトで製造業、サービス業共に取り組んでいる。

◇ また、「現在の事業分野でまだまだ充分成長していける」と思っている経営者ほど

全項目にわたって取り組み度合いが高い。

顧客満足向上策の実践 ### % > ### %

情報システムを活用した営業・販売支援 ### > ###

環境対応を意図した商品の開発 ### > ###

新商品や新ｻｰﾋﾞｽ開発におけるｲﾝﾀｰﾈｯﾄの活用 ### > ###

顧客の要望にあった商品の開発 ### > ###

危機管理体制作り ### ###

ストックオプション制の採用 ### > ###

異業種との提携・プロジェクトへの参画 ### > ###

4. 今日的経課題への取り組み

思っている
経営者(n=217)

思っていない
経営者(n=119)

現在の事業分野で
まだまだ成長していけると

<「本格的に取り組んでいる」割合>
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(%)

顧客満足向上策の実践

情報システムを活用した
　営業・販売支援

環境対応を意図
　した商品の開発

新商品開発における
　インターネットの活用

顧客の要望にあった
　商品の開発

危機管理体制作り

異業種との提携・
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参画

高齢化社会に対応
　した商品の開発

ストックオプション
　制の採用

電子商取引に
　よる商品販売

定年延長,再雇用
　制度などの導入

広告効果･販促効果
　測定ｼｽﾃﾑの活用

ブランド管理専門
　の組織づくり

全体
(n=390)

製造業 (n=204) ｻｰﾋﾞｽ業 (n=184)

40.2

36.3

41.7

15.7

21.6

26.0

14.2

16.2

16.2

7.8

11.8

3.9

6.9

0 50 100

45.1

40.8

19.0

35.3

27.7

21.2

17.4

11.4

9.8

13.6

8.7

14.1

9.8

0 50 100

 「本格的」に取組んでいる割合
 「本格的｣+「多少｣
取組んでいる割合

84.7

84.4

71.8

80.3

68.2

71.2

54.1

46.2

18.7

43.9

37.7

34.6

28.8

42.6

38.5

31.0

25.4

24.6

23.8

15.6

14.1

13.1

10.8

10.5

9.0

8.5

0 50 100

今日的経営課題への取組み

本格的に取組んでい

多少は取組んでいる

＜凡例＞
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◆ 社長が重視しているマネジメント領域はどこか、１位～３位まで上位３項目を選んでもらった。

また、現在と将来(5年先)の両時点についてもたずねた。

◇ 現在のマネジメント領域として重視度合いの高いものを＜１位～3位＞の合計結果でみると、

「営業･販売」が際立って高く、次いで「研究開発」「マーケティング」「財務・会計」

「経営企画」となっている。

これを1位に絞ってみると、「営業・販売｣のウエイトがずば抜けて高いのは変らないが、

それ以外は10%水準の横並びで「研究開発」「経営企画」「マーケティング｣などが

あげられている。

◇ 一方、将来(5年先)を＜１位～3位＞の結果で見ると、「営業・販売｣「財務･会計」

「生産・製造」などが大きくウエイトを落とし、「研究開発」がトップにあげられ、次いで

「営業･販売」「マーケティング｣「経営企画」の順となっている。１位に絞った結果も

上位にあげられた項目は同様であるが、「経営企画」が最も重視するマネジメント領域

となっている。

◇ 現在と将来の関係で経営者が重視するマネジメント領域をみると、今後ウエイトが

拡大するのは「研究開発｣「マーケティング｣「経営企画」の３点と思われる。

◇ ＪＭＡ会員社と非会員では、現在の「マーケティング」の位置付けに格差があるが

将来の重視度合いには差がみられない。ここから判断する限り、東証１部/２部上場

で、これから「マーケティング｣重視度が高まることがうかがえる。

n=

JMA会員　 (160)

東証１部　 (171)

東証２部　 (51)

この項目は製造業とｻｰﾋﾞｽ業で格差があるため、次頁でその内容について眺める。

38.8

31.0

17.6

18.8

17.0

19.6

46.3

45.6

41.2

1位

16.3

12.9

3.9

5. 社長が重視しているマネジメント領域

1位1～3位 1～3位

「マーケティング｣の重視度合

現在 将来
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(%)

総務・広報

人事・教育

財務・会計

営業・販売

広告宣伝

仕入れ・調達

生産・製造

研究開発

マーケティング

経営企画

海外

社長が重視しているマネジメント領域

現在 将来 (5年先)

3.8

35.6

31.8

70.3

10.8

25.9

40.5

32.3

31.0

10.8

5.6

6.2

36.4

0.8

7.9

13.3

12.8

13.1

1.8

3.3

1.0

0.3

0 20 40 60 80

3.3

39.7

23.3

48.5

5.4

15.9

51.8

45.1

42.3

15.6

7.2

3.1

20.0

0.5

3.6

19.5

18.2

23.1

2.1

2.6

1.0

0.3

0 20 40 60 80

1位～3位計

1位

＜凡例＞

全体 (n=390)
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◆ 製造業・サービス業別に見たのが右表である。

◇ それぞれの業種の重視している領域＜1位～3位計＞をみると以下のようにまとめられる。

営業・販売 ### % 営業・販売 ### %

研究開発 ### 人事・教育 ###

生産・製造 ### 経営企画 ###

マーケティング ### 財務会計 ###

研究開発 ### 営業・販売 ###

マーケティング ### 人事・教育 ###

営業・販売 ### 経営企画 ###

経営企画 ### マーケティング ###

サービス業の将来でも「営業・販売｣が絶対値では１位であるが相対的に地位を落としている。

これはITの進展などによって営業のスタイルが変ることが反映されていると考えられる。

◇ 「マーケティング｣は、現在ｻｰﾋﾞｽ業より製造業でより重視されているが、将来は両業種で

重視度が高まる。

◇ また、社長の年齢別に見ると50才を境に格差が見られる。

～50才 52 % 59 %

50～54才 33 40

55～59才 32 48

60～64才 29 45

65才～ 32 42

5. 社長が重視しているマネジメント領域（つづき）

現
在

製造業 (n=204) ｻｰﾋﾞｽ業(n=184)

将
来

「マーケティング」を
＜1位～3位＞にあげた割合

現在 将来(5年先)
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１位～３位にあげた重視領域 １位にあげた重視領域

製造業(n=204) サービス業(n=184)

現在 将来(5年先) 現在 将来(5年先) 現在 将来(5年先) 現在 将来(5年先)

総務・広報 3 3 5 4 1 - 2 2

人事・教育 22 ＜ 30 51 51 2 ＜ 7 10 7

財務・会計 28 ＞ 18 35 29 4 2 8 4

営業・販売 62 ≫ 39 79 ≫ 59 29 ＞ 14 44 ≫ 27

広告・宣伝 3 2 4 3 - - 1 1

仕入れ・調達 10 4 11 7 1 - 1 1

生産・製造 38 ≫ 22 13 10 11 ＞ 4 5 3

研究開発 55 ≪ 70 25 ＜ 33 21 ＜ 28 5 ＜ 10

マーケティング 35 ≪ 49 30 ≪ 41 16 19 10 ＜ 17

経営企画 26 ≪ 38 36 ≪ 48 13 ≪ 21 13 ≪ 26

海外 17 24 4 7 2 3 2 1

その他 2 1 4 3 1 1 1 1

製造業(n=204) サービス業(n=184)

社長が重視するﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ領域 - 製造業/ｻｰﾋﾞｽ業別
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◆ 社長が顧客の為にどのくらいの時間をさいているのかを探るために、社長が仕事に使う１ヶ月

の時間を100とした時、「顧客(取引先やエンドユーザー)｣と共有する時間はどのくらい

かをたずねた。（業界関係の会合や各種取材などに使われる時間は除く）

◇ 社長が顧客と共有する時間は平均 %となった。ただし、分散が大きく図示

すると以下のようになる。

◇ 顧客との共有時間には積極的に顧客のところにに出向き、顧客の声を経営に

反映させようとするポジティブな意味と各種事情があって顧客に会わざるを

得ないというネガティブな意味の両方が含まれていると判断される。

が、共有時間の多い経営者ほど「マーケティング部署の経験｣割合が高く、

同様な傾向がマネジメント領域での「マーケティング」の重視度合、今日的

経営課題の中での「顧客満足向上策の実施｣などの割合の高さにも見られる。

従って、ここでは、素直に顧客との共有時間の多い経営者はマーケティング

活動の１つとして時間を使っていると理解したい。

・～10％ (86) 24 % 11 % 17 % % 38 %

・11～20％ (108) 23 11 13 42

・21～30％ (84) 36 14 17 42

・31％～ (105) 42 15 24 4750

6. 社長が顧客と共有する時間

28

34

39

27.5

～10％ 51％～11～20％ 21～30％ 31～50％

平均 27.5%

全体 (n=390)

(%)

7.7
19.2

21.522.1

27.7

0

15

30

顧客と共有する時間

「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ」
部署の
経験割合

共
有
時
間

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ領域における
「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ」の

重視度合（1位の割合）

今日的経営課題の中で
「本格的」に

取組んでいる割合

「情報ｼｽﾃﾑを
活用した営業・
販売支援」

「顧客満足
向上策の実施」

現在 現在
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